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独禁法上の企業結合規制の最新動向： 

ガイドライン・事例・審査・経済分析 
  

講師 石垣
い し が き

浩
ひ ろ

晶
あ き

 氏 
NERA エコノミック コンサルティング 

東京事務所代表マネジングディレクター 
 

日時 平成２９年７月１３日（木）午後２時００分～午後５時００分 
 
 日本市場の成熟化に伴い市場集中度が高い市場における企業結合が数多く行われるようにな

り、2016 年においては、石油元売業界、鉄鋼業界、地方銀行業界、製缶業界において世間の耳

目を集めるような５つの大型合併が計画され、公取委の第 2 次審査が行われました（行われてい

ます）。企業結合に関わるガイドラインには、近年、大きな変更は見られませんが、経済分析を

明示的に考慮した審査が行われる傾向は、断続的に著しく高まっており、主要な企業結合事例に

おいても、明示的に経済分析の結果が示されるようになりました。また、近年、公取委による評

価や規制の方向性に一定の変化が生じています。本セミナーでは、企業法務・経営企画担当者、

弁護士を対象として、近年の主要な企業結合事例（2017 年 6 月発表分を含む）を題材としなが

ら、2 つの企業結合にかかわるガイドライン、審査・判断の傾向、そして、著しく重視されるよ

うになった企業結合審査における経済分析やその活用方法について、実務者目線に立った解説を

行います。  

 講演では、手続・企業結合ガイドラインの内容を一通り解説しますので、公取委の企業結合審

査の全体像について理解することができます。そして、その解説の中で、最近の事例、公取委の

審査・規制の傾向、経済分析の活用、審査対応のヒントをちりばめて解説します。企業結合審査

に 15 年以上も関わってきた経験や知見の最新版をお伝えいたします。  
 

1．独禁法上の企業結合規制の概要  

2．企業結合審査の手続：届出前相談と審査の流れ  

3．「一定の取引分野における競争を実質的制限することとなる」の考え方  

4．一定の取引分野  
(ｱ) 仮想的独占者テスト     (ｲ) 商品範囲・地理的範囲  

5．競争分析（競争の実質的判断）  
(ｱ) 単独行動と協調行動のシナリオ    (ｲ) セーフハーバー基準  

(ｳ) 当事会社グループの地位及び競争者の状況    (ｴ) 輸入   (ｵ) 参入  

(ｶ) 隣接市場からの競争圧力  (ｷ) 需要者からの競争圧力  

(ｸ) 効率性                (ｹ) 当事会社グループの経営状況  

6．垂直型企業結合・混合型企業結合  

7．問題解消措置（競争の実質的制限を解消する措置）  ～質疑応答～  
 

※講師からみて競合と考えられる参加者の方はお断りすることがあります。  
  

【講師略歴】米国大学院で経済学博士号を取得後、立命館大学経済学部准教授、 2003 年に公正取引委員会企業結合課企業
結合調査官主査等を経て、2006 年に NERA エコノミックコンサルティングに入社し、独禁法／知財／金融・証券／商事紛

争／価値評価／エネルギー等に関わる紛争・訴訟・規制対応支援や価値／損害／リスク評価を提供している。独禁法の分野
では、企業結合規制リスク評価・審査対応支援、カルテル・談合に関わる当局調査対応支援・損害賠償額の算定・和解交渉
対応支援、私的独占や優越的地位濫用等に関わる審査対応支援や訴訟対応支援などを行っている。  

NERA の近年の企業結合に関わる論文・著作としては、石垣「価格引上げの目安を初めて提示－平成 27 年度  主要企業結
合事例の分析」『ビジネス法務』2016 年 10 月、石垣「経済分析重視の方向に－平成 26 年度  主要企業結合事例の分析」『ビ
ジネス法務』2015 年 11 月、石垣・金子・矢野「平成 25 年度  主要企業結合事例の分析」『ビジネス法務』2014 年 9 月、石

垣・金子・矢野『企業結合規制の経済分析（中央経済社）』 2014 年、石垣「専門家が語る独占禁止法審査の実際」（中山龍
太郎氏、服部薫氏と共著）『Ｍ＆Ａ専門誌マール』2013 年 5 月号、石垣「企業結合審査の実務における経済分析の役割」『ジ
ュリスト』2013 年 3 月号、石垣・金子「企業結合の経済分析」『化学経済』 (2013 年 1 月 -5 月 )、石垣「企業結合審査と経

済分析の最先端～米国新合併ガイドラインが促す分析枠組みの柔軟化～」 (越知保見氏らと共著 )『国際商事法務』（2011 年
5 月 -2012 年 8 月）、石垣・金子「企業結合審査の舞台裏～公取委の思考方法を探る～」『ビジネス法務』（ 2011 年 2 月 -8 月）
等がある。                                 ※   録音･ビデオ撮影はご遠慮下さい。 

  ■主催  経 営 調 査 研 究 会  

  ■後援  金 融 財 務 研 究 会                    
       http://www.kinyu.co.jp 

Facebook：http://www.facebook.com/keichoken  
Twitter：https://twitter.com/#!/keichoken  
Blog：http://keichoken.blogspot.com/ 

 



 平成２９年７月１３日（木） 
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茅 場 町 ･グリンヒルビル   

金融財務研究会本社 セミナールーム  
東京都中央区日本橋茅場町 1-10-8 
TEL 03-5651-2030 
地下鉄東西線・日比谷線  茅場町駅  

６番出口より徒歩１分   

（開場は開演の３０分前です。）      
 
１名につき３４ ,９００円  

（消費税、参考資料を含む）  

１社２名以上同時に参加お申込みいた  

だいた場合、お２人目から１名につき２９,０００円。追加申込みの場合は

その旨ご記入下さい。  
 
経営調査研究会  ホームページ http://www.kinyu.co.jp/ 
〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町 1-10-8 グリンヒルビル  

TEL 03-5651-2033  FAX 03-5695-8005 
 
ファックス又は郵便にて参加申込書をお送り下さい。上記ホームページの申込欄か
らもお申込いただけます。折り返し、受講証と請求書を郵送致します。参加費は下
記の普通預金口座に開催日前日までにお振込み下さい。（但し経理の都合等で間に
合わない場合は、ご連絡いただければお待ちいたします。）参加費の払戻しは致し
ませんので申し込まれた方がご都合の悪い時は代理の方がご出席下さい。又当日ご
参加になれなかった場合、当社および金融財務研究会主催の他のセミナーに無料で
ご出席いただけます。 (但し新しいセミナーの参加費との差額が 2,000 円以上の時
は差額をお支払いいただきます。また、振替は 1 年以内にお願いいたします。 )  

ご記入いただきました個人情報は、当社および関係会社の受講者名簿の整備や今後開催される  

セミナーのご案内等に使用します。  

普通預金 口座名  (株)経営調査研究会  
 
三菱東京 UFJ 銀行 八重洲通支店 0602180 三井住友銀行 東京中央支店 3207281 

みずほ銀行  京橋支店  1813877 三菱 UFJ 信託銀行 日本橋支店  1979947 

      
  

切らずにこのままお送り下さい  
  

 
独禁法上の企業結合規制の最新動向：  
ガイドライン・事例・審査・経済分析  

   ７／１３  

 
◆参加申込書◆ 

FAX 03-5695-8005 
 
 
平成２９年  月    日  

ご連絡・講師へのご質問等ご記入下さい   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*ｾﾐﾅｰｺｰﾄﾞ 1327（M&A-291327）                     

会 社 名 

TEL 
FAX 

 
E-Mail 

所 在 地 
〒 

参加者ご氏名  部課名  

〃  〃  

〃  〃  

〃  〃  

書類送付先 

(同上の場合記入不要)    

ご担当者                  部課名 

TEL                    FAX                                    

お申込の翌日には「受講証・請求書」を発送しておりますが、お手元に届かない場合は、弊社までご連絡下さい。 

開 催 日 

会 場 

参 加 費 

申 込 先 

申込方法 

振込口座 

 


